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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、東日本大震災のもたらす広範かつ複合的な被害の実態を明らかにし、そ
こからの復興の道筋をさぐるための総合的な社会学的研究をおこなうための、プラットフォームを構築することである
。
　そのために、(1)理論班、(2)避難住民班、(3)復興班、(4)防災班、(5)エネルギー班、(6)データベース班を設け、「
震災問題情報連絡会」および年次報告書『災後の社会学』等による情報交換を行った。

研究成果の概要（英文）：The aim of this project was to construct a platform for Sociological Study and 
Research about the Great East Japan Earthquake．To understand comprehensively the damages caused by this 
complex‐Earthquake, Tsunami,and Nuclear ccident‐and widespread 　disaster,　this project built research 
sections as follows ; (1) Theory,(2)Evacuation,(3)Reconstruction,(4)Disaster prevention and 
reduction　(5)Energy,(6)Data-base.
　　Research outcome of the researchers engaged in this project were 195 papers, 132 oral reports and 37 
books. In addition, we have published annual research reports named “Sociology in the Post-Disaster 
Society”five volumes.

研究分野：社会学理論　農村社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1)2011年 3月 11日に「東北地方太平洋沖地
震」を契機として、「東日本大震災」が発災
した。その直後から、多くの社会学者が被災
地を訪れ、支援活動と並行して現地の情報把
握に努めていた。 
 
(2)とはいえ、複合的かつ広域的な災害である
ために、個々の研究者、個別の研究チームに
よっては全体像がつかみにくく、相互の連携
が必要であることが多くの研究者によって
自覚されていた。この事態に対応するために、
「震災問題情報連絡会」が設立され、その第
2回会議(2011 年 9月 18 日、関西大学〔大阪
府・吹田市〕)において、震災に関する総合
的な研究・情報交換・情報発信のためのプラ
ットフォームを構築する必要性が指摘され、
本研究プロジェクトが企画された。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究プロジェクトの目的は、東日本大震
災の生みだした地震、津波、原発震災という
形での広範な被害を対象として、社会学的視
点からの総合的な研究を促進するためのプ
ラットフォームを構築することである。たと
えば、被害の構造を把握すること、被害を生
みだした社会的要因連関を解明すること、大
震災のダメージを克服し、社会の再建を推進
するための道を探ること、大震災のインパク
トの社会学的含意を明らかにすることが課
題である。 
 
(2)あわせて、本研究プロジェクトにおいては、
研究によってえられた知見の共有と、情報発
信のためのプラットフォームを構築するこ
とが主要目的となっている。 
 
３．研究の方法 
(1)複合的・広域的な災害という対象にむか
うために、本研究においては、①「理論班」
②「避難住民班」、③「復興班」、④「防災
班」、⑤「エネルギー班」、⑥「データベー
ス班」を編成し、これらの「班」のもとに、
複数の研究「チーム」を設けた。 
 
(2)研究対象の設定は、各チームの裁量のも
とに行った。対象地ないし対象者の所在地
は、津波被災にかんしては、東北 3県の太
平洋沿岸地域、原発震災避難にかんしては、
東北地方のみならず、全国各地にわたった。 
 
(3)採用された調査方法は、①既存資料の二
次分析、②「質問票調査(アンケート)」、③
「聞き取り調査(インタビュー)」、そして、
被災者支援、支援者支援の活動と並行して行
われた、④「参与観察」であり、これら複数
の方法を組み合わせた現地調査も多数実施
された。 
  
 

４．研究成果 
(1)災害を生みだした日本の社会構造の特性
にかんする考察：大規模な被害を生みだした
前提となる社会構造として、リスク対応の特
殊日本的な様式が存在することが解明され
た。たとえば「事前の事後対応」の軽視や「構
造災」をもたらした歴史的過程の解明がそれ
である。さらには、そのリスク対応の旧来の
様式が震災後も十分に反省対象となってい
ないことが指摘され、復興過程に内在するリ
スク構造の分析という課題も析出された。 
 
(2)避難の現状と課題にかんする考察：原発
被災に関して、広域避難の実態の解明がなさ
れた。あまりにも広域的であるがゆえにその
全貌には及ばないが、避難地域ごとの避難者
意向の多様性、支援グループの課題特性が明
らかになった。それをふまえて、避難指示解
除による帰還推進策が、かならずしも避難者
の意向と一致せず、政策意図に反してむしろ
故郷からの離反を促進する可能性があるこ
とが示された。 
 
(3)復興過程にかんする考察：復興過程の前
提となる被災地住民の特性についての調査
がなされ、その多様性の一端が現地調査にも
とづいて解明された。それをふまえて、津波
被災地における「巨大防潮堤」建設と「高台
移転」という（従来の公共事業のスキームに
は適合的な）一律の対応のもつ問題点が明ら
かにされた。 
 
(4)防災課題にかんする考察：東日本大震災
では、本来被災者を支援する行政が大きなダ
メージをおったため、津波被災地においては、
地域コミュティにおける住民相互の助け合
い（共助）が重要な役割をはたした。これを
受けて、2013 年に「災害救助法」が改正され、
住民による「地区防災計画制度」が設けられ
た。この制度のもつ可能性と、現時点までの
運用実態に関する知見がえられた。 
 
(5)今後のエネルギーに関する研究：これま
でのエネルギー政策について、評価・意思決
定システムのもつ問題点が明らかになった
（これは(1)と連動する知見である）。また、
現在被災地ですすめられる再生可能エネル
ギー事業について、それが多様な社会的機能
の共存という可能性をもちつつ、他方では、
外部資本に依存した開発に傾き、また新たな
地域コンフリクトをうみだす危険性をもも
つことが示された。 
 
(6)データベースの構築：社会学者による「震
災関連研究活動・支援活動」についてのメタ
データ収集をおこない、現時点まで部分的に
ではあるが、後継の Web ページで公開するこ
とができた。 
 
 



(7)情報共有と情報発信：「震災問題情報連絡
会」、「4学会（日本社会学会，地域社会学会，
都市社会学会，環境社会学会）合同研究集会」
の開催を支援し，2014，15 年度には，「東日
本大震災研究情報交流集会」を開催した。 
2015 年度の「世界社会学会」横浜大会開催
にあわせて英文論文集 Sociology in the 
Post-Disaster Society を 刊 行 し 、
Tunami-Sticken Area 編として 7本、Nuclear 
Power Issues として 5本の論文を掲載し、世
界の社会学者へむけて日本の災害研究の現
状を発信した。 
 『災後の社会学』No.1-4 を刊行し、研究分
担者、協力者に限定せず、若手の論文や行
政・被災当事者との協働作品を含め、計 22
本の論文を掲載した。 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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11811.php にて、データベースの一部を公
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